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（別紙 調査報告書）

≪東京都八王子市≫

１ 八王子市の沿革

八王子市は、東京都心から西へ約４０キロメートル、新宿から電車で約４０分に位置

し、面積は１８６．３８平方キロメートルであり、東京都の２０分の１、全国の２００

分の１を占めている。人口は約５６万２，０００人である。

戦国時代の終わりころ、滝山城主・北条氏照が、現在の八王子市の城山に城を移し、

その守護神として八王子権現を祭り、城を八王子城と呼んだのが、八王子という地名の

由来であると言われている。

四季の変化に富み美しい夕焼けに映える高尾・陣馬の山並みや、清らかな源流を集め

て流れる浅川などの自然に育まれ、古くから交通の要衝として多彩な人々が交流し、先

人たちが知恵を重ねながら発展してきたまちである。

大正６年の市制施行から平成２９年で１００年を迎え、平成２７年４月からは、東京

都初の中核市に指定された。また、２１の大学・短期大学・高等専門学校を抱えた学園

都市でもある。

２ ＳＩＢ※を活用した大腸がん検診受診勧奨事業について

（１）ＳＩＢの活用に至った経緯及び概要について

大腸がんの部位別死亡数は、男性３位、女性１位であり、肥満・飲酒・喫煙といっ

た生活習慣が原因の一つと言われている。大腸がん検診を初めとして、胃がん、肺が

ん、乳がん、子宮頸がんを含めた５がん検診は、住民の死亡率を減少させ、かつ実施

する利益が不利益を上回るため、国の指針により実施が推奨されている。

大腸がんの検査方法としては、初めに便潜血検査を施行し、陽性になった場合には、

精密検査（原則、内視鏡検査）を受ける。検査自体は身体に与える物理的な負担や影

響が小さく簡便であるとともに、検査コストが安価で費用対効果を求めやすい。しか

し、精密検査は下部消化器官から直接内視鏡を挿入することから、羞恥心を伴うため、

精密検査の受診率は低い状況にある。実際に、八王子市でも国が定める目標値の９０

％以上とは１０％以上の乖離があり、この数字には改善の余地があると判断し、市民

の健康増進を図る目的で、平成２９年度から、大腸がん検診で成果報酬型官民連携モ

デル事業を実施することとした。

これまでの委託事業は、行政は民間事業者に対して、成果の有無にかかわらず活動

にかかった経費を支払っていたのに対し、成果報酬型官民連携モデル事業は、サービ

ス提供者である民間事業者が中間支援組織の資金提供を受けてサービス対象者に革新

的なサービスを提供し、サービスの成果を独立した評価機関が評価・報告した上で、

目標達成時のみ報酬を支払うものである。

※ＳＩＢ…ソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond）の略称で、２０

１０年にイギリスで始まった民間資金を活用した官民連携による社会課題

解決の仕組みのこと。
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（２）事業の具体的な取り組みについて

大腸がん検診受診勧奨の対象者は１万２，０００人で、八王子市国保対象者約７万

人のうち、便検査キット送付者（前年度大腸がん検診受診者）を除き、その中から、

受診勧奨効果の高い層を、民間事業者がＡＩを活用し抽出する。

精密検査受診勧奨の対象者は約３，５００人（大腸がん検診受診者のうち、要精密

検査となった全員が対象）で、最初の勧奨窓口となる検診機関において、開発した精

検受診勧奨資材（リーフレット）を用いて介入する。また、その後、未受診・未把握

者への精密検査受診勧奨を実施する。

命にかかわることであるため、精密検査未受診者等への説明の仕方が重要であり、

精度管理専門の看護師を専従で配置し、電話で応対している。また、八王子市医師会

の体制が優れており、２００以上の医療機関と二つの大学病院の連携による二重読影

を施行しており、同一病院内での二重読影を認めていないことから、より精度の高い

診断ができる体制となっている。

なお、成果報酬の根拠となる成果指標には、検診受診率、精密検査受診率、早期が

ん発見者数の３点を設定し、これまでの実績等をもとに、それぞれの成果指標におい

て支払いの基準となる数値と支払い額を設定する。そのため、その基準を下回った場

合には、報酬は支払われない。

平成２９年度の実績では、検診受診率が２６．８％となり、平成２７年度実績の９

％及び本事業の最大目標値である１９％を大きく上回ったため、上限額である２４４

万１，０００円が支払われている。

（３）事業の成果及び今後の課題等について

当該事業によって得られる効果としては、以下の６点が挙げられる。

ア．大腸がん罹患者の早期発見・早期治療に結びつけ、市民の健康増進に寄与する。

イ．検診受診率、精密検査受診率の向上により、どれだけの医療費適正化効果があ

るか、事業実績を結果として可視化できる。

ウ．国民健康保険被保険者の医療費の適正化が図られる。

エ．医療費の適正化を図る中で、削減された医療費分を異なる事業に活用できる。

オ．初期投資が不要であり、成果に達しない場合には、支払いがなく、市のリスク

が低い。

カ．兵庫県神戸市の糖尿病重症化予防と並び全国初の取り組みであることから、シ

ティプロモーションの一つとなる。

しかし、当該事業ではサービス事業者の利益が少なく、事業規模が大きくならない

と利益が生まれない。事例を重ね、仕組みを提案して拡大していくことができないと、

事業として成立することは難しい。

成果報酬型官民連携モデル事業の核心は、市民や議会に対して説明できる成果指標

を設定できるかであり、国では、生活保護受給者、ひとり親支援対象者の自立支援、

高齢者の認知症予防等で事業展開ができないか検討している。一自治体で実施し、事
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業評価することは困難であることから、国の協力を得ながら事業をテンプレート化し、

それを他の自治体が活用していくことが望ましいとのことであった。現在、八王子市

においても、当該事業がどの自治体でも活用可能なテンプレート化ができるよう、効

果検証が行われている。

≪埼玉県ふじみ野市≫

１ ふじみ野市の沿革

ふじみ野市は、埼玉県の南西部、都心から３０キロメートル圏内に位置している。総

面積は１４．６４平方キロメートルで、人口は１１万４，２４０人である。

土地区画整理事業の進展や、ふじみ野駅の開業などで住宅やマンションなどの建設が

相次ぎ、人口が急増した。平成１７年１０月１日に上福岡市と大井町が合併し、新しい

市として、ふじみ野市が誕生した。

交通の便もよく、市の中央部には川越街道、東部には富士見川越道路、西部には関越

自動車道が通っており、また、東武東上線及び東京メトロ有楽町線が通る上福岡駅は池

袋駅までを約３０分で結び、急行が停車するふじみ野駅もある。平成２０年には地下鉄

副都心線、平成２５年には東急東横線、みなとみらい線との相互乗り入れが実現し、交

通の便が一層よくなったことで、都心からの転入世帯を中心に人口がふえている市であ

る。

２ 子育てコンシェルジュ事業について

（１）事業の開始に至った経緯及び概要について

平成２６年度から、職員が研修会に参加し、子ども・子育て支援制度における利用

者支援事業実施の検討を始めた。平成２７年度に子ども・子育て支援制度が制定され

たことを受けて、平成２８年度から上野台子育て支援センターで利用者支援事業を開

始した。平成２９年度からは保健センターと連携する中で子育て世代包括支援センタ

ー機能を開始し、平成３０年度には新たに大井子育て支援センターを開設した。子育

てや教育が充実したまちをつくるとした市の将来構想もあり、子育て世代包括支援セ

ンターの機能拡大を図っている。

ふじみ野市では、こうした利用者支援事業を子供とかかわる総合的支援であると考

え、親育ち・子育ちをテーマに、妊娠・出産・子育てに関する相談やそれぞれに合っ

た情報提供、関係機関との調整などを行う総合相談窓口として子育てコンシェルジュ

事業を実施している。

（２）事業の利用促進に向けた具体的な取り組みについて

基本型では、個々の家庭のニーズを把握して必要な地域の資源につなぐ利用者支援

と、個々の家庭につなぐ地域資源との連携や必要な資源をつくる地域連携の働きを担

っている。また、地域子育て支援拠点事業等地域の全ての家庭を対象とした利用者支

援事業が実施されるようになり、予防的なコーディネート機能も果たしている。
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母子保健型では、妊娠届け出時から保健師がかかりつけとして妊婦に寄り添い、妊

娠、出産、産後、子育て不安の軽減に努めている。平成２９年度の子育て世代包括支

援センター設置後には、母子健康手帳の交付時において以前から実施していたアンケ

ートを見直し、結果を点数化するとともに、従来は２０分程度であった説明を充実さ

せ、最低でも３０分以上かけて丁寧な説明を行うよう改善した。また、健康カルテや

アセスメントシートを作成し、関係部署で共有する健康管理システムや毎月１回行う

ケア会議の中で情報を共有するとともに、心配な妊婦に対しては支援プランを作成し、

妊産婦訪問指導や新生児訪問を行っている。

さらに、当事業における保健センターの取り組みとして、平成３０年度から母子健

康手帳の交付時には全妊婦に対して保健師等が面接を行っており、保健センター、大

井子育て支援センターの２カ所で母子健康手帳の交付を行っている。働く妊婦の増加

に伴い日曜日については、大井子育て支援センターと保健センターにおいてそれぞれ

隔週で母子健康手帳の交付を行っている。また、全産婦を対象に、ＥＰＤＳ（エジン

バラ産後うつ病質問票）※を実施している。

※ＥＰＤＳ…産後うつ病のスクリーニング票としてイギリスで開発されたもの。１０

個の質問に対する母親の回答をもとに、支援者が話を聞いたり、質問す

るきっかけとなり、母親が抱えるさまざまな問題を明らかにすることが

できる。

（３）事業の成果及び今後の課題等について

事業対象者として、平成３０年度は子育て支援センター事業利用者全体である１万

３，２１９人を対象としてきた。子育てコンシェルジュ事業を開始する前は、年間２

００件ほどの子育て相談があったが、基本型に保健師を配置したことで保育士との両

輪で悩みを気軽に話せるようになり、平成２９年度は６１３件、平成３０年度は８４

７件に増加した。そのうち関係機関と連携したケースは、平成２９年度は１２８件、

平成３０年度は１８７件であった。

子育てコンシェルジュ事業に先行して行ってきた訪問型子育て支援では、子供の発

達や親自身のことなど、何らかの理由で家庭の外に出かけられない子育て家庭を職員

が訪問し、受容と傾聴、協働を行い、まずは子育て支援拠点の利用に結びつくよう支

援している。子育て支援拠点利用者に対する事業後の満足度調査では、平成３０年度

は満足度１００％という結果になった。

なお、各委員からの質疑を通して、以下の特徴が見られた。

●子育て支援施設の多くが、通常は、親子で訪問し自由に遊んでもらう場であるが、

ふじみ野市の子育てコンシェルジュ事業においては、来所した親子に対して、保育

士が子供を見守り保育し、母親たちが輪になり職員がファシリテーターとなって子

育てのこと、自分自身のことを話す機会を設けている。子供と離れてゆっくり話せ

る機会を設けるなど、利用者目線で事業を実施している。

●保健センターで管理している健康管理システムは、健康診断の履歴をベースに、子
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育て支援センターと子育て支援課が母子の気になる様子や訪問などの履歴を入力し、

保健センター、子育て支援センター、子育て支援課の３者で情報の共有、管理を行

っている。

●毎日、来所した妊婦や親子に対するケースカンファレンスを実施し、部署をまたい

だ情報共有をきめ細かく行っている。

ふじみ野市における子育てコンシェルジュ事業は、子育てに関する担当部署（子育

て支援課、保育課、保健センター、障がい福祉課）がワンストップでいつでも相談を

受けられる点が大きな特徴である。関係部署がまたがる相談においても、全ての妊婦

に対してアセスメントシートを作成し、健康管理システム上で共有することでスムー

ズな情報共有を実現している。また、子育てコンシェルジュ事業を行う上野台子育て

支援センターは保育所に併設されており、核家族化が進み、初めて抱っこするのが自

分の赤ちゃんであることが多い時代において、妊娠期から乳幼児に触れ合う機会があ

る点も利用者のメリットとなっている。

また、ふじみ野市では、子供優先のまちづくりを市政運営の柱と位置づけており、

子育てコンシェルジュ事業のほかにも、子供の医療費助成をゼロ歳から１５歳までの

入院・外来で実施し、１８歳未満の被保険者が３人以上いる第３子以降の国民健康保

険税均等割額の全額を免除するなど、さまざまな子育て政策を実施している。

今後の課題としては、母子手帳交付の周知、幼児期から学童期への連携方法、土曜

日及び日曜日の相談対応等が挙げられるとのことである。

≪神奈川県鎌倉市≫

１ 鎌倉市の沿革

鎌倉市は、面積３９．６７平方キロメートルを有し、人口約１７万２，０００人、神

奈川県の南東部三浦半島の基部に位置している。

三方が低い山で囲まれ海に面する地であり、かつては鎌倉幕府が置かれ政権のかなめ

の地となり、日本の時代区分でもある鎌倉時代の由来にもなった。

また、東京都の中心部から約５０キロメートルの圏域にあって、丘陵地や海などの豊

かな自然環境や、日本を代表する古都の歴史的風土、旧市街地と新市街地の二極構造な

どの独特な都市構造などとともに、海浜レクリエーション、良質な居住環境など多面的

な性格を有する都市として位置づけられ、都内や横浜市のベッドタウンという一面も持

っている。

２ 鎌倉リビングラボについて

（１）リビングラボの活用に至った経緯及び概要について

リビングラボとは、まちの主役である住民が主体となり、暮らしを豊かにするため

のサービスやものを生み出したり、よりよいものにしていく活動である。物やサービ

スの開発プロセスの初期段階から住民が参画し、企業や大学、各種団体等と一緒にな
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って新たな価値を共創するという点で、企業等が行う商品テストとは異なる。世界で

は、欧州を中心に約４００カ所のリビングラボが活動しており、近年、日本でも注目

されつつある地域・社会活動である。

鎌倉リビングラボは、日本で初めての本格的な取り組みであり、今泉台町内会（Ｎ

ＰＯ法人タウンサポート鎌倉今泉台）、東京大学高齢社会総合研究機構、三井住友フ

ィナンシャルグループ等、及び鎌倉市が連携しスタートしている。鎌倉市の連携を担

っているのが政策創造課である。

政策創造課は、中長期的な政策立案・課題解決を考え実践する部署であり、２０１

１年に特命担当である政策創造担当として設立された。自治体のシンクタンク部門と

して、庁内横断・中長期的課題の解決を探る研究に取り組み、そのほか先進的な取り

組みや官民連携等も担当している。２０１１年からテーマの一つとして、分野横断的

な取り組みである長寿社会のまちづくりや、持続可能な地域コミュニティーを目指し

たエリアマネジメントなどを、今泉台地域をフィールドに行い、成果として町内会の

ＯＢ・ＯＧによるＮＰＯ法人タウンサポート鎌倉今泉台が立ち上がった。

今泉台地域が選定された理由としては、１高齢化率が高いこと、２相対的に公共交

通機関の利便性が低いこと、３徒歩圏内に商業施設、医療関連施設が少ないことが挙

げられる。

その後、政策創造課の専門委員を務める、東京大学高齢社会総合研究機構の秋山弘

子特任教授（当時）が提案し、長寿社会のまちづくりの一環として鎌倉リビングラボ

がスタートした。産学官民の連携体制により、持続的なまちづくりに必要な人・専門

知識・資金の三つの要素をそろえることで、他の分譲地のモデルとなり得るノウハウ

の蓄積を図ることとした。

（２）事業の具体的な取り組みについて

鎌倉リビングラボの展開として、２０１７年度から２０１８年度の２年間をめどに、

以下のタイプＡからＣの共創活動を実践し、具体的成果を創出しながら、当該活動の

メカニズム及び事業構造を確立すること（日本版リビングラボ活動・事業モデルの構

築）を目標に取り組んでいる。

Ａ 住民課題に基づく ：長寿社会にふさわしいワークスタイルと住宅・地域環境

の開発

Ｂ 自治体課題に基づく：リビングラボの手法を用いた政策立案

Ｃ 企業課題に基づく ：新たな長寿社会に向け商品サービス開発

タイプＡの鎌倉リビングラボの展開、活動事例として、家具メーカーと共創し、人

生１００年時代の在宅ワーク環境と家具をテーマに、テレワーク家具の商品化を進め

る。ゼロの状態からコンセプト設計を行い、商品化の可能性を模索し、試供品を作成

する。プロトタイプの評価、実際に自宅等で使用して評価するという段階を経て、生

活者のニーズを取り入れながら開発し商品化に至った。

タイプＢでは、リビングラボの手法を用いた政策立案を研究中である。テーマは、
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高齢者のデジタル機器使用に関するニーズ調査と仮設検証（仮）としている。行政課

題であるデジタル・ディバイド※の中心となる高齢者を対象として、リビングラボを

活用して、市民の真のニーズ探索と解決策の仮設検証を行うことを検討している。さ

まざまなタイプの高齢者ごとに、なぜデジタル機器を使わないのか、どのようなもの

であれば使いたいと思うかといった実態を把握することを予定している。

タイプＣでは、高齢者向けの新型モビリティーの試乗評価を行っており、バスでは

ルートの問題や、バス停から自宅が遠いなどの理由によって利用者が減少傾向にある

ことから、気軽に乗ることができ、デザイン性もある、自転車にかわるような移動手

段を開発中とのことであった。これまでに実施してきたタイプＣは、薬品パッケージ

（ベルギーの製薬会社の案件）、家電メーカーが開発した新しい生活支援サービス、

高校生向けの１００年ライフハプニングゲームなどがあり、そのほかにも候補が多数

あるとのことである。

※デジタル・ディバイド…インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる

者と利用できない者との間に生じる格差のこと。

（３）事業の成果及び今後の課題等について

鎌倉リビングラボをきっかけに、行政のメリットとしては、幅広い市民の真のニー

ズを知ることができ、行政施策に生かしていける機会となっている。また、これまで

は市民と行政の話し合いの場が持たれても、市民からの苦情や要望を行政が聞き、受

けとめるという状況を繰り返していたが、ここに企業や大学といった機関が仲介する

ことにより、市民の多様な意見が聞ける場になった。一方、市民もみずからがまちづ

くりにかかわる意識を高め、自治会の活性化や人とのつながりを生み出している。自

分のアイデアが商品として形になり、社会活動に貢献しているという達成感を得るこ

とができる。

なお、各委員からの質疑を通して、以下の特徴が見られた。

●大きな視点から、ＳＤＧｓの目標のうち経済、社会、環境の三つを好循環させる考

えとともに、鎌倉市のありたい姿を描き、古い歴史を保ちながら新しいものを受け

入れ、新しいものを積極的に外に発信していき、鎌倉市に愛着を持ってもらうため

の手段としてリビングラボを取り入れている。

●鎌倉リビングラボは、さまざまな主体が連携した本格的なリビングラボとして国内

でも極めて先進的な取り組みである。スウェーデン国王夫妻が、今泉台地域を視察

されるなど、ヨーロッパのリビングラボと連携した国際的な取り組みとして、アジ

アでも模範となる活動を目指している。

●一番重要なのは、地域の課題に対して当事者意識を持ち、自分たちで何とかしよう

というモチベーションのある方々が集まることである。

今後の課題として、この取り組みを持続させていくためには、若い世代にも興味を

持ってもらい、参加してもらう必要があるが、現状は６０歳代以上の方が中心となっ
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ている。現在はＮＰＯ法人タウンサポート鎌倉今泉台を通じて地域住民につなげてお

り、口コミでの参加を促している。全国に約３０カ所あるリビングラボも共通して、

リクルートが課題となっている。

鎌倉市では、リビングラボの全市展開を目指しているが、今泉台地域のようなまち

づくりに対する住民の意識が高く、ＮＰＯ法人を立ち上げるまでのモデルケースとな

ると、各地域の特性も絡み、同じレベルまで持っていくことは容易ではないとのこと

である。


